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2016～防災科研として、2019～ISUTとして、
内閣府とともに政府・都道府県災対本部支援

2019～AIBとして、2024～BDXとして、
民間企業とともに都道府県災対本部支援

アイサット

エーアイビー

ビーディーエックス



基盤的防災情報流通ネットワーク「SIP4D」
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エスアイピーフォーディー

• 現場と各機関同士をつなぐ「パイプライン」を実現し、国全体としての災害対応の効果最大化を目指す

SIP4D︓
基盤的防災情報流通
ネットワーク
Shared Information
Platform for Disaster
Management

内閣府総合科学技術・
イノベーション会議
SIP（戦略的イノベー
ション創造プログラム）
第1期（2014-2019）
に開発

ISUT︓
災害時情報集約
支援チーム
Information 
Support Team

内閣府防災担当と
防災科研による協働
チームとして2018
年試行、2019年よ
り正式稼働



ISUT（災害時情報集約支援チーム︓内閣府と防災科研の協働）
アイサット
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能登半島地震発生後、2分でオンライン参集、
1/1のうちに現地災害対策本部に入り、

公的機関間での情報共有を支援

石川県知事記者会見（令和6年3月18日）資料より抜粋、一部加工

2016年熊本地震から活動を本格化、

2019年防災基本計画に記載
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ISUTとしての能登半島地震応急対応
• 1/1 16:10 M7.6 最大震度7の地震発生

• 1/1 16:12 情報統合班オンライン参集及び防災

クロスビュー、ISUT-SITEの構築開始

• 1/1 16:49 ISUT派遣決定

• 1/1 18:33 防災クロスビュー公開

• 1/1 18:41 ISUT-SITE公開

• 1/1 20:15 ISUT8号館出発、防衛省（市ヶ谷）から

自衛隊ヘリで現地移動

• 1/1 23:23 ISUT石川県庁到着。現地対応開始

• 2/1 現地支援から遠隔・訪問支援に移行

• 4/1遠隔・訪問支援からオンデマンド支援に移行

一般公開できる情報は
防災クロスビューへ



防災DX官民共創協議会（BDX）
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ビーディーエックス

防災分野におけるデータ連携等の推進を通じた住民の利便性の向上を目指し、防災分野のデータアーキテクチャ
の設計やデータ連携基盤の構築等の検討を行う協議会（デジタル庁の呼びかけで、2022年12月発足）

当初、災害時に活動する枠組みはなかったが、
能登半島地震発生により、「災害時に現場で
動かずして防災DXは果たせない」と、新たに
方針を追加。1/5現場に入り、石川県と連携し
ながら、デジタル技術を活用した支援を実施。
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BDXが実施した被災者支援の３ステップ

【取組事例①】
避難所情報統合システム
の構築支援

【取組事例②】
Suicaを活用した避難者
情報の把握支援

【取組事例③】
被災者訪問アセスメント
のオンライン化支援

【取組事例④】
被災者DBの構築支援

BDXの取組

支援

支援

支援
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複数機関が避難所

情報を分散収集

①避難所情報統合システムの構築支援

取組事例
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 市町、 DMAT、自衛隊等が個別に収集し分散管理していた避難所情報の集約を支援

 各避難所情報を県の総合防災情報システムで一元管理するための中間システム構築を支援

 石川県のニーズを踏まてダッシュボード機能を継続的に改善しながら運用中

避難所情報の一元管理と
機関横断での共有

出典：SAPジャパン（株）プレス発表資料
（https://news.sap.com/japan/2024/01/201401-noto-earthquake/）を一部加工

（１）課題 （２）取組 （３）成果

SAPジャパン（株）がシステム開発を担当

行政
(SIP4D)
355箇所

DMAT・
保健師
（D24H）
786箇所

自衛隊
（ｷﾝﾄｰﾝ）
587箇所

県システムでの一元管理

SIP4D/ISUTサイトでの共有

1/8時点で総計1598箇所
（重複・未確定あり）

1/28時点で917箇所を確定
（681箇所の重複・未確定を解消）
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②Suicaを活用した避難者情報の把握支援

取組事例

 JR東日本の協力を得て、Suicaを活用した避難者情報把握のソリューションを開発

 避難所での機器設置作業等も支援。志賀町の避難所にSuicaを先行配布・活用中

 入浴施設の入浴用カードとしてもSuica配布・運用中 （能登町、中能登町、七尾市、羽咋市、志賀町）
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 行政職員も被災

 被災者が広域的に避難

 避難者情報の把握困難

自治体：被災者個人の動きのト
ラッキング、避難所や入浴施設
全体の動向把握

避難者：罹災証明書の提示や、
申立書の提出なしで入浴が可能

入浴施設：県へ報告する際に必
要となる受付簿の転記作業を
簡素化

（１）課題 （２）取組 （３）成果

被災者DB

紙の情報を
DBに登録

市町

被災者DB

県

カードリーダー

避難所・入浴施設等

タッチ

SOMPOホールディングス（株）の協力の下、Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

ダッシュボード

→5/1時点で約12,000枚の
Suicaを配布（追加要望あり）
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③被災者訪問アセスメントのオンライン化支援

取組事例
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 実施機関毎に異なっていた被災者訪問アセスメントの調査項目の統一化を支援

 紙ベースで行われていたアセス情報入力をオンラインフォーム化（デジタル化）

 各実施機関が収集・登録したアセス情報の集約・統合的把握を支援

紙ベースでのアセス

各実施機関のアセス項
目が不統一

アセス結果の統合的な
把握が困難

オンライン入力化、アセ
ス実務の省力化

アセス結果の統合
→3/21時点で約4,900件の
データ登録

被災者特性に応じた適
切な支援

【被災者
データベース】

①訪問先情報
（住所、氏名、世帯情報等）

訪問者 被災者

③訪問

④対話

⑤アセス情報入力

⑥アセス情報
（被災者データ拡充） ⑦情報確認

判断・対応

実施内容＝構築部分

②訪問先の
リスト化

（１）課題 （２）取組 （３）成果

オンライン入力フォーム

ワークログ（株）が
システム開発を担当

Palantir Technologies Japan（株）
がシステム開発を担当

（デジタル入力）
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④被災者データベースの構築支援

取組事例
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 県は、特に被害が甚大な6市町の被災者台帳を支援するため被災者DBを構築中

 県・市町保有の各種名簿、Suica活用による把握情報、被災者アセス情報などを集約・統合管理
する被災者DB構築を支援。機能改善しつつ運用中

様々な種類・形式の
被災者情報が分散

集約・名寄せに多大
な職員事務負担

被災者データベースによ
る各種被災者情報の集
約・管理

→合計10以上のシステム等か
らの被災者情報を名寄せ・統合

→県・市町が様々な面で活用中

（１）課題 （２）取組 （３）成果

【被災者DB】

県・市町が取得・収集している
被災者に関する情報

避難者名簿、訪問情報等

避難所データ集約可視化アプ
リケーション

被災者台帳の作成支援
②被災者訪問アセスメント

被災者台帳の作成支援
①Suicaプロジェクト

BTP
SAPに集約されたデータ
を市町職員がチェックし、
マスターデータに登録

複数の情報を組み合わせることで情
報の信頼性が向上

現地登録情報（基本4情報＋現在地
等）とタッチログ 世帯情報、個人の要配慮情報等

各種名簿等

Suica情報 訪問アセス情報

ダッシュボード

Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

氏名 石川花子
性別 女性
住所 石川県
避難場所 A中学校
連絡先 ・・・

氏名 石川花子
性別 女性
住所 石川県
避難場所 A中学校
連絡先 ・・・

氏名 石川花子
性別 女性
住所 石川県
避難場所 A中学校
連絡先 ・・・
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被災者データベースで表示される情報

取組事例

重要なステータスを目立つ位置にわかりやすく表示

世帯員を紐づけて表示

複数のデータを時系列
で表示（Suica、アセス
メント、義援金配布、
等々）

家屋の状況を
紐づけて表示

保健医療福祉状況
を紐づけて表示

石川県資料より抜粋
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県・市町による被災者データベースの活用事例

取組事例

〇 県義援金の口座情報を活用し、プッシュ型で市町の独自義援金を配分

〇 被災者の避難先を集計・地図化

〇 紐づきのない住民を抽出し優先訪問

石川県資料より抜粋
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防災DXのこれからの展開
（に何が必要か）
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懸念︓防災DXで広がる自治体間格差と災害対応の実態
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旧来型の自治体

防災DXを進める自治体 効果・効率

時間災害発生

災害発生時に自治体間で
対応方法に格差がある
↓
基本的に低い方に合わさ
ざるをえない
↓
そうならないために、

宮崎・大分のインテリジェント・ダッシュボード
(大分県xSAPジャパン)

事前に格差解消の
取り組みが必要！
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林春男（2015）「災害対策の標準化について：2030年までに全国規模の効果的な広
域応援を可能にする災害対応の基本的な仕組みを構築する」消防防災科学センター
『平成27年度 地域防災データ総覧「災害対策の標準化へのアプローチ編」』より抜粋

①災害時に使用する「基盤的データ」の浸透・定着・徹底

震災対応を踏まえた課題認識 ①基盤
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防災DXは「魔法」ではなく「手品」…事前（平時）の準備が不可欠
‐ DXにも“防災の基本のキ”「平時の備え」、災害時を見越した平時からの「フェーズフリー」

災害時に必ず使用する基盤的データを平時から準備し、常に更新・共有
‐ 例：避難所データへの共通ID付与、最新データ・災害時追加ルールの平時共有、全国全機関徹底

‐ 例：災害対応基本共有情報の確立、被災者支援業務等のデジタル化、マイナンバーカード等

出典：内閣府、「全国共通避難所・避難場所IDの概要」（令和４年１１月２１日）
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②「災害派遣デジタル支援チーム」の組成

震災対応を踏まえた課題認識 ②共創
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災害時に、行政が有効な民間デジタルソリューションを組み合わせ、迅速に調達・
実装するための財源の確保、制度・仕組みの整備

デジタルの専門的能力と災害対応の経験・能力を併せ持ち、現場の状況に合わせ
柔軟な対応が可能な、DMATのような「災害派遣デジタル支援チーム」の組成

BDX拠点（石川県庁５階）の様子
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③情報を「インフォメーション」から「インテリジェンス」へ

震災対応を踏まえた課題認識 ③変革
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情報を増やす努力
 状況を示す情報＝インフォメーションの集約

‐ 課題：増やすだけでは情報過多→負荷増大

情報を減らす（磨く）努力
 判断・行動を促す情報＝インテリジェンスの生成

‐ 例：データ統合処理やダッシュボード化

‐ 例：異常検知によるアラート発信

改めて、防災DXとは何か
 D：インテリジェンスを生み出すデジタル技術

 X：インテリジェンスを活用した防災業務変革

業務変革に直結するプロダクトの創出 避難所情報のダッシュボード（開発：SAPジャパン（株））



防災DXに必要な3つの要素

①基盤
データが流通しなければ始まらない

③変革
行動・社会を変えなければ意味がない

②共創
一緒に創らなければ実現・継続しない
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